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長期的な追加被曝線量の目標を年間 1 mSvとして、2013 年 8
月末までに 2012 年 8月末の被曝線量から50%低減すること

などが目標とされている。一方、重点調査地域では、指定を

受けた市町村が調査のうえ、空間線量率が 0.23 µSv/h（年間

追加被曝線量 1 mSvに相当）以上の地域について、具体的な

除染計画を策定することとなった
5, 6）。

除染の対象となり得る地域は広範囲にわたっており、それ

ぞれの地域における空間線量率も幅広いため、全域を短期間

に除染することは困難である。さらに、除染によって発生する

土壌等の廃棄物量は1,640万m3
～ 4,100万m3

に達するとの

試算
7）もあり、処分地の確保が大きな問題となっている。この

ため、除染に当っては、優先順位を付けて効率的に実施する

ことが必要となる。

除染の目安となる空間線量率は、放射性物質の放射性壊変

（以下、壊変とする）により時間の経過とともに減少する。また、

自然現象により放射性物質が移動して分布が変化し、空間線

量率が増減するウェザリング効果が指摘されている。例えば、

斜面地において放射性物質は水食によって流域下方へ移動す

る
8）。一方、平坦地においても、地下への浸透や風食などに

1. はじめに
2011年 3月11日に発生した東北太平洋沖地震に起因する

福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が環

境中に放出された。原子力安全・保安院が2011年 6月に公

表した推計（2011年10月に一部訂正）
1）によると、大気への放

出量は 13 核種の合計で 1.1 × 1019
 Bqとされる。放出された

放射性物質は大気中を移動し、一部が地表に沈着した。これ

により、各地で通常時を上回る空間線量率が観測され、原子

力発電所近傍の市町村の住民避難が実施された。住民の避

難は、事故から2 年以上経過した時点においても継続してお

り、被曝線量の低減と避難住民の早期帰還が喫緊の課題と

なっている。

政府は、放射性物質汚染対処特措法に基づき、国が除染

等の措置を実施する必要がある地域として、福島県内の11市
町村を除染特別地域に指定した。また、環境汚染の状況につ

いて重点的に調査測定することが必要な地域として、福島県

他の104市町村を汚染状況重点調査地域に指定した
2-4）。除

染特別地域においては、追加被曝線量が年間 20 mSvを超え

る地域ではその範囲の迅速な縮小、20 mSv 未満の地域では、
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よって放射性物質の分布が変化することによって空間線量率が

変化する。チェルノブイリ事故で放出された放射性セシウムの

移動に関する研究（例えば Rosén et al.9））によると、地下への

浸透速度は概ね数 mm/y ～1	cm/y になることが報告されて

いるが、その値は土壌の性質などに依存する。したがって、様々

な環境において空間線量率の現状を把握し、さらにそれがど

のように変化するかを予測することが、必要な除染の規模、

範囲や有効な実施時期を判断するために重要である。現在、

福島県を中心とした地域において、空間線量率や放射性物質

の分布などの測定
10）が行われているが、対象とすべき範囲は

広く、環境等の条件も様 で々あるため、さらに多くの調査が必

要である。

本研究では、人が居住する、比較的平坦な地形における汚

染状況とその時間変化について、基礎的な知見を得ることを目

的として調査を行った。このため、通常より高い空間線量率が

見られ、汚染状況重点調査地域に指定されているものの、日

常的な生活が維持されている千葉県北部において、2011年 7
月に土地利用形態別に空間線量率を測定し、その特徴を明ら

かにした。また、約 1年後に一部の平坦地形において再度測

定を実施し、前年の結果と比較評価した。

2. 方法
（1）　調査地域

千葉県北部に位置する一般財団法人電力中央研究所の敷

地内（面積約 17 万m2
、以下、調査地域）において空間線量

率の測定を行った。調査地域は周辺から10 m ～20 m 高台

に位置しており、主として上部の平坦地に建物、空き地、芝地、

林地、駐車場等が散在している。北側、西側および南側は斜

面であり、主に林地となっている。北東および東側には住宅

地がある。調査地域内では、特に放射性物質を除去するため

の活動は行われていないが、除草等の日常的な整備作業が実

施されている。

調査地域を約 25 m 四方に分割し、それぞれの区画の屋外

1地点を測定地点として選定した。測定地点は、区画の中心

付近に位置する平坦な地形で、周辺約 3 m 以内に大きな植栽

や構造物がなく、同範囲の地表面の性状が概ね一様な場所と

した。ただし、林地内では地表面の性状や傾斜は考慮せず、

立木から1 m 程度離れた場所を選定した。

（2） 測定地点の土地利用形態
測定地点を周辺状況および地表面の性状によってアスファル

ト、裸地、芝地、林地の土地利用形態に分類した。航空写真

を用いて、各区画内で 70%以上の面積を占めている土地利用

形態を抽出し、それを測定地点の土地利用形態と考えた。な

お、二つあるいは三つの土地利用形態が同程度の面積を占め

る場合は、測定地点周辺の性状によって分類した。航空写真

で判別できない場合は現地での目視により判別した。孤立

木、並木は林地とは見なさず、地表面の性状で判別した。測

定可能な区画は229 地点であったが、このうち33地点は建物

が大部分を占める、地表面の性状が他と著しく異なる、土地

利用形態が混在している、区画中で多くを占める土地利用形

態と測定地点周辺の性状が異なるといった条件を有していたた

め、これらを除いた196 地点について解析した。図 1に調査

地域の土地利用形態の分布を示す。また、表1に土地利用形

態ごとの測定地点数を示す。

アスファルトは駐車場および道路である。2011年3月以降、

落ち葉等の清掃が適宜行われたほか、排水溝の清掃が不定期

に行われた。

裸地は空地、草地、野球場の内野部分、砂利が敷かれて

いる地点をさす。裸地では 2011年 3月～11月および 2012 年

3月～7月に概ね月1回の頻度で除草や枯れ草などの除去が

行われた。また、野球場ではスポーツ活動や表面をならす作業

が行われた。2011年3月の時点では草はほとんど生えておらず、

枯れ草などの堆積も少なかった。

芝地には日常的に人が使用するグラウンドと人の出入りがほ

とんど無い地点がある。芝刈り、除草は 2011年 4月～10月
に概ね月1回、2012 年3月～7月に概ね月1回行われた。また、

施肥、落葉等の清掃も複数回行われた。

林地には下草を定期的に伐採したり堆積物を除去したりす

るなど整備が行われている地点と、整備されていない地点が

ある。整備は裸地と同様の頻度で行われた。整備が行われて

測定地点数

土地利用形態 2011年 2012 年

アスファルト 63 5
裸地 36 5
芝地 31 5
林地 66 5

表１　土地利用形態別測定地点数

アスファルトアスファルト 裸地

芝地

林地

測定不能または
対象外

50m

図 1　調査地域の土地利用形態の分布
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いる地点では、2011年 3月の時点で落葉層はほとんど無かっ

た。主な樹種はスギ、アカマツ、クスノキ等であった。

（3）　空間線量率測定方法
空間線量率（µSv/h）の測定は、NaIシンチレーションサー

ベイメータ（Ludlum	Measurements	社製、Model3 型サー

ベイメータ、および、Model44-2 型シンチレーションガンマ線

検出器、エネルギー無補償）を用いて行った。装置の時定数

の設定を22 秒として、時定数の3 倍（66 秒）静置したのち1回、

その後 30 秒ずつ間隔を開けて計3 回表示値を読み、その平

均値を測定値とした。測定高さは地表面より1 mおよび 0.1 m
とした。

（4） 2011年調査
調査は、2011年 7月7日から7月22日の間に行った。調査

時の天候は曇りまたは晴れ、気温は 25℃から30℃程度で

あった。

（5） 2012年調査
2011年に調査を実施した各土地利用形態から、それぞれ 5

地点、計 20 地点（以下、選定地点）を選んで空間線量率を測

定した。傾斜地では放射性物質が水の流れなどにともなって

斜面方向に移動することにより分布が変化し、空間線量率が

特異的に増減することが考えられる。これを避けるために、比

較的平坦な地点を選定した。加えて、前年の測定値が各土地

利用形態の中で上位または下位の10%に入っていないこと、

地表面の掘削や構造物の設置などの大規模な改変が行われて

いないことを選定条件とした。各測定地点で東西および南北

方向の勾配を計測した結果、傾斜角はアスファルト、裸地、

芝地で0.0 度～1.3度（平均 0.5度）、林地で0.0 度～ 4.8度（平

均 1.7度）であった。ただし、林地の1地点では窪地状の地形

が認められた。

調査は、2011年調査のほぼ1年後の 2012 年 8月1日およ

び 8月2日に行った。調査時の天候は曇りまたは晴れ、気温

は30℃前後であった。

3. 結果と考察
（1） 2011年調査

地表1 m 高さにおける空間線量率は 0.5 µSv/h ～1.2 µSv/
hであった。図 2に土地利用形態ごとの空間線量率を示す。な

お、1 m 高さに対する0.1 m 高さの空間線量率の比は 1.1であ

り、土地利用形態による差は見られなかった。以下では、1 m
高さの測定結果について述べる。

空間線量率の平均値を比較すると、芝地が最も高く、林地、

裸地、アスファルトの順に低くなった。分散分析を行ったとこ

ろ、アスファルトと裸地、また、芝地と林地では有意差は無い

が、その他は有意に異なる結果となった（P	<	0.05）。
アスファルトでは、沈着した放射性物質が雨水などによって

除去されやすいため、空間線量率が低い傾向にあったと考え

られる。福島県内および周辺県で測定された道路上の空間線

量率は、測定地点周辺の土壌採取可能な場所での空間線量率

に対して約 0.85 倍となることが報告されている
10）
。本調査では

アスファルト/芝地：0.82、アスファルト/林地：0.87、アスファ

ルト/裸地：0 .95となっており、裸地では若干大きいものの、

空
間
線
量
率（
µS
v/
h）

アスファルト 裸地 芝地 林地

図 2　土地利用形態別空間線量率（2011年）
バーは最大・最小を、ボックスは 25・50・75 パーセンタイルを、

■は平均を表す
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福島県周辺での調査結果と一致した傾向を示している。

裸地の空間線量率は比較的低かった。隣接する4 測定地点

（すなわち、1辺約 50 m 四方の区画内）の裸地同士の空間線

量率の差は平均 9.8%であり、この範囲では、土壌はほぼ一様

に汚染されているといえる。一方、調査地域に放射性物質が

多く到達したとされる2011年 3月15日 11）以降、最大 5 回除

草などの整備が行われており、これによって草や堆積物に含

まれる放射性物質が除去された可能性がある。また、放射性

物質が土壌下層へ移動し、遮蔽効果によって空間線量率が減

少した可能性がある。裸地および芝地の整備および下層への

移動による空間線量率の低減効果については 3（3）で述べる。

芝地は空間線量率の平均値が最も高かった。裸地同様、50 
m 以内の空間線量率の差は平均 8.4%であり、汚染状況に大

きな偏りは見られなかった。芝地は表面が芝草および枯れた

芝草の層（サッチ層）に覆われている。サッチ層には放射性物

質が濃集することが指摘されており
12）、このため放射性物質が

地表面近くに集中して空間線量率が高くなった可能性がある。

林地の空間線量率は比較的高いが、最大値、最小値の差

が 0.6 µSv/h、標準偏差 0.1 µSv/hと、ばらつきが大きくなっ

ている。また、50 m 以内の空間線量率の差は平均 16%で、地

点によっては40%を超えており、変動が大きい。林地では放射

性物質は土壌だけでなく樹木に付着したり、内部に取り込まれ

たりしており、その分布は一様ではなく、また、樹種によって

も違いがある（IAEA-TECDOC-137613））。Yoshihara et. al.14）

の報告によれば、調査地域の樹木においても同様の違いが認

められている。このため、放射線源が上方にも分布しており、

測定地点から樹木までの距離や枝葉の量などが空間線量率に

影響を与えていると考えられる。また、林地の測定地点は傾斜

地が多く、地形による効果が測定値のばらつきにつながってい

ることが推測される。

2011年 3月以降、林地の測定地点 66 地点中 8 地点では下

草刈りなどの整備が4 回程度行われており、調査時には落葉、

雑草とも少なく、土壌表面が見える状態であった。表 2に林

地の調査結果を整備状況別に示す。表 2より、整備の有無に

よって空間線量率に差は見られない。調査実施は7月であり、

3月以降の落葉の量は少ないため、その影響は不明である。

一方、数回の除草作業は空間線量率に大きな影響を与えてい

ないことが示された。

（2） 2012年調査
図 3に選定地点における2012 年の測定結果と、同一地点

における2011年の測定結果を示す。空間線量率は前年から

0.26 µSv/h ～ 0.32 µSv/h 減少している。平均値は前年同様

芝地で最も高く、林地、裸地、アスファルトの順となった。

図 4に 2011年に対する2012 年の空間線量率の比を示す。

図中の点線は、放射線源を 2012 年現在の主要な放射性核

種
10）であるCs-134およびCs-137とし、放射性壊変のみを考慮

した場合の計算値（以下、計算値= 0.79）である。計算値は以

下の方法で算出した。まず、文部科学省等が行った現地調査
10）

より2011年 6月14日時点の土壌中のCs-134 / Cs-137の比を

0.91とした。次に、壊変による減少を式（1）で算出して 2011
年7月22日および2012 年8月2日の土壌中濃度比を求めた。

これに、土壌中濃度から空間線量率への換算係数
15）を乗じて

得た核種ごとの空間線量率を合計して、2011年に対する2012
年の割合を算出した。

C(t)= C(0)e –
 ln2

T　
t

………（1）

空
間
線
量
率
の
割
合

アスファルト 裸地 芝地 林地

表 2　林地の整備状況別空間線量率

図 3　同一地点における2011年および 2012 年の
空間線量率測定値

バーは標準偏差を表す

空
間
線
量
率（
µS
v/
h）

アスファルト 裸地 芝地 林地

図 4　2011年の測定値を1とした時の2012年の空間線量率
の割合

点線は放射性壊変による減少のみを想定した場合

の割合、バーは標準偏差を表す

林地の整備

状況
地点数

空間線量率平均値 

(µSv/h) 標準偏差

整備無し 58 0.88 0.12

整備あり 8 0.86 0.08
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ここで、t は経過時間（y）、C（t）は時間 t における土壌中濃

度（Bq/kg）、Tは放射性物質の半減期
16）
（y）を表す。

図 4より、いずれの土地利用形態でも空間線量率は計算値

よりも大きく減少し、前年の 0.59 倍～ 0.70 倍となった。減少

幅はアスファルトで最も大きく、裸地、芝地、林地の順であり、

2011年の調査で明らかとなった土地利用形態間の差を強める

傾向があった。ただし、分散分析では土地利用形態別の減少

幅に有意な差は認められなかった（P < 0.05）。文部科学省

が行った航空機モニタリングの結果
17）では、福島第一原子力

発電所から80 kmの圏内の空間線量率は、8 箇月弱で計算値

14%に対して 23%減少している。航空機モニタリングでは土

地利用形態や地形による効果を考慮していないため、本調査

と定量的な比較はできないものの、一般的に空間線量率が計

算値以上に減少する傾向があるものと考えられる。

（3） 空間線量率減少要因の検討
壊変以外の空間線量率の減少要因として、アスファルトにつ

いては、雨水によって放射性物質の除去が進んだと推測され

る。また、自動車等の走行によりアスファルト表面が摩耗して

除去された可能性がある。

裸地および芝地については、除草、芝刈り等（以下、単に

除草とする）により植物に含まれる放射性物質が除去された可

能性がある。土壌から植物への放射性物質の移行については

様 な々報告があり、種間の差が大きいことが指摘されている。

例えばチェルノブイリ周辺における研究
18）によると、植物種に

よって単位面積あたりの土壌中の放射性セシウムの除去量は

15 倍以上の差があった。福島第一原発の事故によって汚染さ

れた地域の植物ついての報告例は少ないが、イネ科植物 17
種を調査した結果

19）では、除去量で約 10 倍の差があった。そ

こで、チェルノブイリ周辺において特に除去量が多かった
18）ア

オゲイトウ、および土壌 – 植物間の移行係数や単位面積あた

りの収量が報告
20, 21）されている牧草の一種であり、日本に広

く分布しているオーチャードグラスについて、除草による空間

線量率の変化を試算した。

土壌中から除去される放射性セシウムの割合は式（2）によっ

て算出した。

Ef =（Bf × Yi ）⁄ （ρ × D） …………（2）

ここで、Ef は土壌中の放射性セシウムに対する除去された

放射性セシウムの比（除去効率）、Bf、Yi はそれぞれ土壌中濃

度に対する植物中濃度の比（移行係数）、および、植物の単

位面積あたりの収量（kg/m2
）である。ρは土壌密度、Dは放射

性セシウムの分布深さであり、それぞれ1,300 kg/m3
、0.05 m

と仮定した。放射性セシウムの移行係数は時間の経過ととも

に小さくなることが知られている。オーチャードグラスでは最初

の100日でおよそ1/10となり、以後の減少は緩やかとなる
20）。

本調査地域では 3月以降月に1回程度の割合で除草が行われ

ているため、オーチャードグラスについては 4 回目の除草まで

を放射性セシウム沈着後 50日後の移行係数、それ以降を100
日後の移行係数を用いて計算した。一方アオゲイトウについて

はデータがないため、毎回同じ移行係数とした。なお、設定し

た収量は、オーチャードグラスは年間で最も収量が多かった

収穫時の値であり、アオゲイトウは 1年草であるが、一定の収

量があると仮定しているため、過大な値となっている可能性が

ある。表 3に計算条件および結果を示す。

1回の除草によって土壌から除去される放射性セシウムは

オーチャードグラスで最大0.08%、アオゲイトウで1.5%となる。

2011年の調査以降、除草は地点によって8 回～ 9 回行われて

いることから、除草回数を9 回とした場合、除去量は0.6%～

13%となる。除去量が 0.6%の場合には空間線量率への寄与

はごく小さい。一方、13%の放射性セシウムが一度に除去され

たと仮定した場合、空間線量率は初期値の0.87倍となる。さら

に、1 年後の空間線量率は壊変によって0.69 倍となる。これ

は、芝地、裸地で測定された値に近い。しかし、チェルノブイ

リ周辺のアオゲイトウと同等の除去効率を有する自生植物は現

在のところ国内では報告されていない。また、福島県内に自生

するオオバコによって土壌中の放射性セシウムが除去された場

合の空間線量率の減少を計算した例
22）では、除草による効果

はほとんど無いことが指摘されている。これらのことから、本

調査地域においても、除草にともなう放射性セシウムの除去

が空間線量率の減少に寄与している可能性があるものの、そ

表 3　植物の移行係数、収量、除去効率および空間線量率の変化

移行係数
* 収量 

（kg_dry/m2
）

除去効率 

(%) 空間線量率の変化
**

参考文献

アオゲイトウ 

(Amaranthus retroflexus) 1.50 0.65 1.50 0.69 18

オーチャードグラス(～50日) 0.08 0.70 0.08 0.79 20, 21

オーチャードグラス(51日～) 0.04 0.70 0.05 20, 21

*移行係数は乾燥土壌中濃度に対する乾燥植物中濃度の値

**	2011年に対する 2012 年の空間線量率の比、放射性壊変による減少を含む

学会誌V1N3.indd   201 2013/12/17   13:40:52

©Journal of the Society for 

Remediation of Radioactive 

Contamination in the Environment



202

M. Tsuzaki et al.

の効果は小さいと考えられる。

次に、放射性セシウムが土壌下層へ移動（以下、浸透とする）

することによる空間線量率の減少について試算を行った。原

子炉施設の安全審査における、外部被曝線量の考え方
23）を

参考に、2011年時点では土壌表面のみが一様に汚染されてお

り、これが分布を変えずに一定の深さに浸透する場合を仮定

して、計測位置におけるガンマ線の強度を式（3）～式（6）に
よって求めた。なお、土壌以外の媒体によるガンマ線の遮蔽、

散乱およびビルドアップなどは考慮しなかった。

I = ∫0

R 2πrPe-μl
4π(r2+h2) 

dr ……………（3）

P = Fi Ci …………………………（4）

μ= ρs
ρAl

ln2
L1 ⁄2

………………………（5）

l = h
d　( r2+h2)

…………………（6）

ここで、I は計測位置でのガンマ線の強度、rは計測位置か

らの水平距離（cm）、hは計測位置の高さ（cm）である。Pは汚染

土壌から放出されるガンマ線の強度で、IAEA-TECDOC116215）

で設定された核種 i の点放出源における単位放射能あたりの

空間線量率換算係数 Fi（（mSv/h）/kBq）と、土壌中の核種

の存在量 Ci（kBq）から式（4）で近似した。ただし、本調査で

は土壌中の放射性物質濃度を定量していないため、2011年調

査時のCs-137を1として、前述した方法で2011年のCs-134お
よび 1年後の核種の存在量を設定して計算を行い、Iを比較し

た。減衰係数 µ（1/cm）は、土壌の質量減衰係数をアルミニ

ウムと同じと仮定して、アルミニウム中のガンマ線の半減距離
15） 

L1/2（cm）、アルミニウムの密度 ρAl（g/cm3
）、湿潤土壌の密

度 ρs（g/cm3
）から式 （5）で算出した。なお、湿潤土壌密度は

1.5 g/cm3
とした。l はガンマ線が通過する土壌の距離（cm）

であり、r、h および放射性セシウムの浸透深さd  （cm）から式

（6）のように算出される。

Cs-134、Cs-137それぞれについて半径 10 mの範囲で計算

を行った結果、裸地における2011年調査と2012 年調査の空

間線量率の比に等しくなるのは、放射性セシウムが 0.65 cm
浸透した場合であった。同様に、芝地については 0.43 cmと

計算された。

福島県で 2011年 4月に実施された調査
24）では、放射性セ

シウムの 6 割以上が地表から1 cm 以内に存在しているが、2 
cm ～ 5 cm にも3 割程度が分布していることが報告されてい

る。同様に、本調査地域における研究
25）では、2011年10月

時点で、放射性物質の大部分は地表から1 cm 以内に留まる

が、芝地、裸地などで2 cm 以深に分布している例が見られる。

2011年 6月および 2012 年 2月～3月に福島県内の同一地点

で実施された比較調査
26）では、放射性セシウムの 99%が存

在する深さが14 cm から20 cm に拡大した例が報告されてい

る。また、福島県内を対象として、約 1年間の空間線量率の推

移をモデル計算した報告
22）によると、放射性セシウムの浸透

を考慮した場合の方が、考慮しない場合よりも実際の測定値

の再現性が高い。本試算は初期状態で地表面の一様汚染を

仮定し、深度分布を考慮していないことから、浸透深さを過

小評価している可能性があるものの、これらの調査で得られ

た浸透深さと比較して小さな値であり、福島県を対象としたモ

デル計算の傾向とも合致することから、放射性セシウムの浸

透が空間線量率の減少の要因となる可能性を示唆するものと

考えられる。

林地における空間線量率の減少要因としては、裸地などと

同様に放射性物質の浸透が考えられる。また、放射性物質が

樹木中を移動して分布が変化することにより、空間線量率が変

動することが考えられる。林地測定地点 5地点のうち2 地点

では除草などの整備が 8 回行われており、前年同様調査時に

は落葉等は少なく、土壌表面が見える状態であった。2011年
に対する2012 年の空間線量率は、未整備の地点で0.64 倍～

0.68 倍、整備地点で 0.66 倍、0 .81倍であり、大きな差は無

かった。このことから、放射性物質の沈着時に落葉層や下草

が無い場合には、その後に落葉の除去や除草が行われても、

空間線量率に与える影響は大きくないと考えられる。

4. 結語
千葉県北部の調査地域において 2011年 7月に土地利用形

態別に空間線量率を測定した。この結果、芝地、林地、裸地、

アスファルトの順に空間線量率が高い傾向があったことから、

放射性物質の沈着後 4箇月で土地利用形態によって汚染の分

布状況に変化が現われていることが明らかとなった。約 1年
後に、除染活動等を行っていない20 地点で再測定した結果、

空間線量率は放射性壊変によって想定される減少量よりも大

きく低下し、0.59 倍～ 0.70 倍となった。空間線量率の減少要

因として除草による土壌中の放射性物質の除去および土壌下

層への移動について試算した結果、除草の影響は小さく、下

層への移動、すなわちウェザリング効果の影響が大きいことが

推測された。

2013 年現在では比較的半減期の短いCs-134による放射線

が強いが、長期的には半減期の長いCs-137の影響が大きくな

るため、数年後には放射性壊変による空間線量率の減少は緩

やかになると考えられる。一方、本研究で明らかとなった壊変

以外の要因による空間線量率の減少は半減期に依存しないた

め、将来的に主要な減少要因となる可能性がある。今後の空

間線量率を予測し、効果的な除染や被曝量の低減施策を実

行するためには、より詳細に放射性物質の動態を解明するこ

とが必要である。
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和 文 要 約
2011年 3月に発生した福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が環境中に放出され、広い地域で通常よりも高

いレベルの空間線量率が観測された。同年 7月に、そのような地域の一つである千葉県北部の196 地点において空間線量率を測

定し、土地利用形態別に集計した。この結果、空間線量率は林地、芝地で高く、裸地、アスファルトで低い傾向が認められた。また、

下草刈り等の整備が常時実施されている林地とそれ以外の林地で測定値に差は無かった。2012 年 8月に各土地利用形態について5
地点ずつ再測定を実施した。林地、芝地で空間線量率が相対的に高い傾向は変わらなかったが、前年と比較すると0.59 倍～ 0.70
倍となった。放射性壊変により放射性物質が減少することから想定される空間線量率の変化は 1年間で 0.79 倍であり、実測値は

これよりさらに低下する結果となった。除草、芝刈りなどによる放射性物質の除去および土壌下層への移動を仮定して約 1年間の

空間線量率の変化を試算したところ、除草は減少要因としては限定的であり、土壌中の移動の影響が大きいことが示唆された。

— GM計数管を用いた土壌中の放射性セシウム分布特性

評価—、電力中央研究所	研究報告	（2012）
26）	 斎藤公明、青木和宏、谷畑勇夫 :	3土壌中における放射

性物質の深度分布の確認、3-52,	「平成 23 年度放射能

測定調査委託事業	福島第一原子力発電所事故に伴う放

射性物質の第二次分布状況等に関する調査研究	成果報

告書	第２編　放射線量等分布マップ関連調査研究」

日本原子力研究開発機構	（2013）
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2013 年 10月10日受理
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